
■建設投資の区分 

 政府
 住宅

 民間
 建築

 政府
 非住宅

 民間

 建設
　投資

 民間

 公共事業

治山、治水、海岸、道路（東日本高速㈱、
中日本高速㈱、西日本高速㈱、首都高速㈱、
阪神高速㈱、本州四国連絡高速㈱、
地方道路公社等を含む）、港湾、漁港、空港、
生活環境施設（公園、下水道、環境衛生）、
その他公共事業（農業基盤、林道等）、
災害復旧関係

 政府

 土木

 その他（地方公営関係事業等）

鉄道(鉄道・運輸機構、公営鉄道、JR北海道㈱、
JR四国㈱、JR貨物㈱、東京地下鉄㈱等）、
公営電力、公営ガス、上水道、工業用水道、
通信(日本電信電話㈱)、土地造成 (都市再生機構、
臨海土地造成等）

 民間

鉄道(JR東日本㈱、JR東海㈱、JR西日本㈱、JR九州㈱、私鉄)、
電力(北海道㈱、東北㈱、東京㈱、中部㈱、北陸㈱、関西㈱、
中国㈱、四国㈱、九州㈱、沖縄㈱、電源開発㈱)、私営ガス、
その他土木(民間土地造成、民間構築物等）

 建築補修（改装・改修）
 政府

 

 

（区分の変遷） 

・2001 年度の建設投資から電源開発(株)を政府その他から民間に変更している。 

・2005 年 10 月より道路関係公団は民営化されて高速道路会社（東日本高速(株)、中日本高速(株)、西日本高速(株)、

首都高速(株)、阪神高速(株)、本州四国連絡高速(株)）になったが、政府公共事業として計上している。 

・2010 年度の建設投資から JR 各社のうち JR 北海道(株)、JR 四国(株)、JR 九州(株)、JR 貨物(株)を民間から政府そ

の他に変更している。 

・2010 年度の建設投資から東京地下鉄(株)を民間から政府その他に変更している。 

・2010 年度の建設投資から日本電信電話(株)を民間から政府その他に変更している。 

・2016 年度の建設投資から JR 九州(株)を政府その他から民間に変更している。 

・2015 年度の建設投資から建築補修（改装・改修）投資額を新たに計上している（2020 年度より建築物リフォーム

・リニューアルから名称を改める）。 

 

 

 


